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輸送機関別分担率の推移

１ 滋賀の地域公共交通の現状
【公共交通ネットワーク形成も利便性が低い地域もあり、高い自家用車依存】

○ 鉄道やバスによる交通ネットワークが一定形成されているが、運行回数が少ないなど利便性が低
い路線もあり、公共交通の利用者は減少。また、運転手も不足しており、交通事業者の経営環境は
厳しい。

○ 県政世論調査における不満度調査において、公共交通に関する項目が10年連続でワーストであ
り、高い自家用車への依存が公共交通の利用減につながる悪循環。

滋賀県内の交通網と人口分布

滋賀交通ビジョン（2013年12月）より

駅またはバス停留所
300m圏内人口カバー率

・鉄道やバスを利用するために一定の距離を移動する必要があ
る、運行回数が少ないなど、公共交通の利便性が低い地域も
存在。

・平成21年度の自家用車分担率は約８割と全国に比べても高く、
公共交通分担率は低い。
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２ 滋賀の地域公共交通の課題
【需要減による交通事業者の経営悪化への対応と、自らは運転をしない人の移動手段確保】

○ 自家用車依存・人口減少の進行に伴う公共交通利用者の減少に加え、コロナ禍の影響により事
業者の経営が極めて悪化している中、現行の事業路線を維持確保することが必要。

○ 高齢者の運転免許返納の増加への対応など、自らは運転しない人の移動手段を確保するため、
公共交通の利便性向上と利用促進を図り、自家用車から公共交通への利用の転換が必要。

高齢者運転免許証自主返納者の推移（人）

・公共交通利用者が大きく減少しており、近江鉄道をはじ
めとした私鉄線やバス路線のみならず、JR線も含め、
現状維持は厳しい。

・公共交通は、これまで民間事業者が運賃をとってサービ
スを提供。公的負担により不採算路線の維持、新たな
交通手段導入には、多大な財源が必要。
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滋賀県警察本部交通部統計資料

県内公共交通利用者数推移 1日平均乗車人員（人）

旅客数
A B C D

C/A増減率 D/C増減率
19７９(S５４） １９９９(H１１) 2019(R1) 2020(R2)

JR線 200,040 279,216 317,267 246,487 158.6% 77.7%

私鉄線 81,116 52,495 53,067 42,222 65.4% 79.6%

乗合バス 124,795 79,011 64,128 48,356 51.4% 75.4%



県内公共交通等の状況

4

～資料 滋賀県統計書、近畿運輸局～

私鉄運輸状況 1日平均輸送人員（人）

A B C D E F G H I J
I/A増減率 J/I増減率

19７９(S５４） 1984(S59) 1989(H1) 1994(H6) １９９９(H11) 2004(H16) 2009(H21) 2014(H26) 2019(R1) 2020(R2)

近江鉄道 18,103 13,110 11,520 12,726 11,091 10,409 11,941 12,245 12,971 10,118 71.7% 78.0%

京阪電気鉄道 62,990 57,726 54,990 47,580 39,081 33,755 36,894 38,361 38,167 30,869 60.6% 80.9%

比叡山鉄道 366 347 381 548 451 424 521 586 747 378 204.1% 50.6%

信楽高原鐵道 1,732 1,672 1,877 1,595 1,357 1,235 1,196 861 69.1% 72.0%

合計 81,459 71,183 68,623 62,526 52,500 46,183 50,713 52,427 53,081 42,226 65.2% 79.6%

※ I/A増減率について、信楽高原鐵道のみI/C増減率を掲載

一般乗合旅客自動車（路線バス、乗合タクシー）運輸状況 (単位 走行キロ:千km 輸送人員:千人 営業収入:千円)

A B C D E F G H I J
I/A増減率 J/I増減率

19７９(S５４） 1984(S59) 1989(H1) 1994(H6) １９９９(H11) 2004(H16) 2009(H21) 2014(H26) 2019(R1) 2020(R2)

走行キロ 22,452 23,825 25,197 20,950 23,687 15,004 23,271 21,989 20,682 20,733 92.1% 100.2%

輸送人員 45,675 43,775 43,037 36,312 28,918 20,863 22,302 20,407 23,470 17,650 51.4% 75.2%

営業収入 5,428,645 6,626,399 7,520,750 7,371,021 6,940,755 4,475,455 4,777,767 5,018,757 5,506,771 4,322,922 101.4% 78.5%

一般乗用旅客自動車（タクシー）運輸状況 (単位 実働車両数:両 走行キロ:千km 輸送人員:千人 営業収入:千円)

A B C D E F G H I J
I/A増減率 J/I増減率

19７９(S５４） 1984(S59) 1989(H1) 1994(H6) １９９９(H11) 2004(H16) 2009(H21) 2014(H26) 2019(R1) 2020(R2)

実働車両数 322,244 334,045 336,409 331,450 333,617 357,624 359,577 342,487 268,850 215,191 83.4% 80.0%

走行キロ 70,283 70,223 79,167 65,154 54,422 53,643 49,062 46,404 37,977 24,483 54.0% 64.5%

輸送人員 10,499 10,596 11,827 9,355 8,134 8,268 7,515 7,314 5,840 3,488 55.6% 59.7%

営業収入 6,933,232 8,956,181 10,576,769 10,281,810 8,914,611 8,505,616 7,246,062 7,548,335 6,345,490 3,940,286 91.5% 62.1%

自動車保有台数 （各年３月31日現在）

A B C D E F G H I J
I/A増減率 J/I増減率

1980(S５５） 1985(S６０) 1990(H２) 1995(H７) 2000(H１２) 2005(H17) 2010(H２２) 2015(H２７) 2020(R２) 2021(R３)

軽自動車 90,935 149,954 202,827 241,260 286,749 339,724 389,706 440,697 461,223 463,888 507.2% 100.6%

乗用 208,118 261,490 318,332 399,978 458,340 482,155 466,678 460,917 462,265 463,692 222.1% 100.3%

合計 299,053 411,444 521,159 641,238 745,089 821,879 856,384 901,614 923,488 927,580 308.8% 100.4%



現ビジョン策定（H25）後の大きな環境変化
滋賀県人口が減少に転じる
近江鉄道線の事業継続が課題として浮上
自動運転・MaaS等、新たな技術・仕組みの開発
新型コロナウイルス感染症の拡大

令和５年度を目途に
新たな計画へ見直し

⑤広域的な移動手段
（大量輸送性、速達性、定時性）

④複数の地域拠点
間を結ぶ基幹交通 公共交通軸

公共交通網
②地域と生活の拠点

を結ぶ交通

①集落と地域や生活
の拠点を結ぶ交通

③大学や病院などの
主要施設と生活拠
点を結ぶ交通

公共交通軸 JR線、地域鉄道線
大量輸送性、速達性、定時制に優れ、広域
移動手段である鉄道線を「交通軸」として
最大限活用
市町間をまたぐ幹線路線バス
鉄道線を補完する、主に東西方向の広域
移動手段として活用

地域内路線バス
住民に身近な交通手段で、細かな運行
ニーズに対応できる路線バスを「交通網」の
主たる担い手として最大限活用
コミュニティバス、デマンド交通等
路線バスを補完する、交通不便地や空白
地における交通手段として活用

公共交通網

滋賀県都市計画基本方針（令和４年３月策定）

「拠点連携型都市構造」※の実現
※ 地域の核となる拠点間を公共交通で結ぶ、階層的かつネットワーク化した都市構造
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３ 滋賀交通ビジョンの見直し



〇 平成23年2月 包括的連携協定の締結

【取組項目】
(1) 駅を核としたまちづくり
(2) 駅を中心としたアクセス改善
(3) 低炭素社会の実現と環境保全
(4) 観光・文化の振興・交流 (湖西線サイクルトレイン） （草津線ICOCAエリア拡大）

(5) 子育て支援、青少年の健全育成、高齢者・障がい者支援
(6) 地域の暮らしの安全・安心の確保および災害対策
(7) その他、滋賀・びわ湖ブランドの推進、県民サービスの向上および

地域と鉄道の持続的発展

〇 令和3年10月14日 鉄道利用促進プロジェクトチームの発足（滋賀県×JR西日本京都支社）

共通認識 鉄道ネットワークの維持強化のためには、要望するだけでなく、県とＪＲ西日本が「一体」となって
積極的に利用促進に取り組む必要

取組項目 地域のブランド発信 鉄道利用促進 DX推進 まちづくり推進

令和4年度予算 「全庁で取り組む鉄道利用促進事業」
① 駅から周辺工業団地へのシャトルバスの実証運行

草津線三雲駅⇔湖南工業団地等で実施
② 鉄道駅を中心としたレンタサイクルの整備促進

Eバイク、スポーツサイクル等の導入、観光地×二次交通を活用したモデルルートの開発など
③ JRを利用した場合（定期利用を除く）のICOCAポイント付与

県内外～県内駅×文化・スポーツ施設、観光地等と連携し、ICOCA利用を促進

こ
れ
ま
で
の
取
組

さ
ら
な
る
取
組
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〇 各線区における利用促進の取組
（１）草津線複線化促進期成同盟会（昭和４１年8月～）

SHINOBI-TRAINの運行
駅レンタサイクルの整備、沿線住民との連携強化

（２）鉄道を活かした湖北地域振興協議会（平成19年4月～）
SL北びわこ号の運行
駅レンタサイクルの整備

（３）湖西線利便性向上プロジェクト推進協議会（平成26年8月～）
強風対策、駅バリアフリー化
インバウンドの取組（台南旅行博等への出展）

４ JR西日本(株)との連携した取組



①『シガリズムペダル』の展開

「駅から始まる自転車さんぽ」をテーマとした、サイクリング初心者向けのプロモーション企画。

駅を起点として自分のペースでゆったり心地よく、自転車だからこそ見える景色や、新しい出会いを
楽しんでもらう事がコンセプト。

③ＩＣＯＣＡポイントのキャッシュバック事業（Ｒ４ 4/1～6/30）
観光地等に端末を設置し、JR利用者へのキャッシュバック事業を
実施『シガリズムペダル』企画と連動し、彦根エリアで実施予定県の補助金事業を活用いただき、

JR西日本レンタカー＆リース（株）
が、滋賀県内の駅リンくんに『びわ
こブルー号』のe-bikeを35台導入

草津５台
守山５台
近江八幡８台
彦根７台
石山５台
マキノ５台

②JRの駅に電動レンタサイク
ルの導入

（3月21日迄実施していたＪＲ大阪駅での展示）
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（シガリズムペダルパンフレット）

※ＪＲ西日本、びわこビジターズビューロー、滋賀県連携企画

※ＪＲ西日本、びわこビジターズビューロー、滋賀県連携企画 ７

５ JR西日本(株)との連携した取組【観光】
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平成２８年６月
令和元年11月
令和２年３月
令和２年１２月
令和３年１０月

近江鉄道から県へ検討要請（近江鉄道線や地域公共交通のあり方を検討する仕組みを構築してほしい）
近江鉄道沿線地域公共交通再生協議会（法定協議会）設置 ※JR西日本からも委員として参画
近江鉄道線の全線存続を合意
近江鉄道線を令和６年度から「公有民営」方式による上下分離へ移行することを合意
「近江鉄道沿線地域公共交通計画」の策定

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ5年度 Ｒ６年度

近江鉄道沿線
地域公共交通計画

鉄道事業再構築
実施計画

利用促進策／
利便性向上策

施設設備整備への
財政支援

施設管理団体
（第三種鉄道事業者）

団体の設立および運営

上下分離
スタート

計画策定 計画実施（R3～R15）

取組実施

計画実施（R6-R15)計画策定

支援実施

運営改善期間

設立準備

６ 近江鉄道線の協議経過とスケジュール



参 考 資 料
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交通とは
①人のゆきき。ゆきかよい。
②運輸・通信の機関による人の往復、貨物の輸送、通信などの総称。

～広辞苑第５版～

地域公共交通とは
「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（地域公共交通活性化再生法）（平成19年法律第59号）」において『地域公共交通』
を定義
地域住民の日常生活若しくは社会生活における移動又は観光旅客その他の当該地域を来訪する者の移動のための交通手段として利

用される公共交通機関をいう。

公共交通機関とは
鉄道や軌道（路面電車）、バス、タクシー、航空機、船舶など、不特定多数の人々が、所定の運賃を支払えば自由に利用することができ
る交通機関のことを「公共交通機関」といいます。「公共輸送機関」と呼ぶこともあります。

～一般社団法人日本民営鉄道協会 鉄道用語辞典～

公共交通機関に関する法律における定義

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）（平成18年法律第91号）」および「地域公共交通活性
化再生法」において、『公共交通事業者等』を定義

バリアフリー法
鉄道、軌道（路面電車）、乗合バス、貸切バス、タクシー、船舶（長距離フェリー、通船、海上タクシー 等）、航空機 等

地域公共交通活性化再生法
鉄道、軌道（路面電車）、乗合バス、タクシー、自家用有償旅客運送（市町村等）、船舶（長距離フェリー、通船、海上タクシー 等）
等

１ 交通の定義について
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道路運送法の法体系

～国土交通省資料～

1１



２ 地域公共交通のクロスセクター効果 ～国土交通省資料～

1２



公表の目的
ローカル線の利用状況は、沿線人口の減少・少子高齢化、道路を中心としたまちづくりの進展など、取り巻く環境の変化とともに大きく
減少。
地域住民と各線区の実態や課題を共有することで、地域旅客運送サービスの確保に関して具体的な議論をするために公表されたもの。

３ ＪＲ西日本のローカル線に関する情報開示について
（令和４年４月11日公表）

～ ＪＲ西日本 プレス資料 ～
1３



４ 国土交通省
「鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会」(2022年2月14日）
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【主な提案事項】
① 協議段階からの国の積極的関与
国が鉄道の活性化・再生に向けた協議段階から積極的に関与し、国と沿線自治体が一体となって地域公共交通

の課題解決に向けた議論をできる体制を整備。

② 鉄道事業者の経営状況や利用状況等に関する情報の開示、共有
鉄道事業者が自治体と鉄道事業に関する情報を開示、共有することで、鉄道に対する理解や関心を高め、鉄道の

あり方を地域の課題とする意識づけに寄与。

③ 鉄道事業者の経営状況等を評価できる基準や仕組みの創設
地域が共通の認識のもと安心して議論できるよう鉄道事業者の経営状況等を客観的な基準に基づき評価する

仕組みの創設。

④ 国の財政支援策の拡充等
鉄道施設の保有管理等に係る費用に対する国庫補助制度・地方財政措置の拡充、税の優遇制度等の創設。

⑤ 輸送の安全の確保および安定的事業運営のための国の協力、支援
自治体（第三種鉄道事業者）が安全を確保し、鉄道施設を適切に保有管理できるよう、事業運営面や技術面に
関する指導、助言や、必要な人材の派遣、紹介等を行う仕組みの創設。

令和４年３月３日に開催された第２回検討会において、近江鉄道線に係る協議過程で得た経験等に基づき、
必要な国の関与のあり方や支援策等について下記のとおり提案。
また、本県における地域公共交通を支えるための税制の導入可能性に関する検討状況や、まちづくりと一体
となった計画づくり等についても紹介。

1７



５ 国土交通省
「都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会」中間とりまとめ概要(平成31年3月14日公表）
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答申を受けた対応方針

滋賀県税制審議会から得られた答申を踏まえ、現在進められている「滋賀交通ビジョン」の見
直しと並行しつつ、引き続き、関係部局と議論・検討してまいりたい。
（交通ビジョンの見直しに際し、目指す地域公共交通の姿を検討していく中で、その受益と負担
のあり方についても懇話会や県民との対話などを通じて、幅広く御意見を賜る。また、税制に関す
る議論が必要となる場合は、県議会の御意見も伺いながら、必要に応じて税制審議会へ諮問し
てまいりたい。）

以下参考

６ 地域公共交通を支えるための税制の導入可能性に係る滋賀県税制
審議会からの答申を受けた対応方針について

Ⅰ 経過

当審議会において「滋賀にふさわしい税制のあり方」について議論いただいた際に、「誰でもいつでも利用
できる地域公共交通は、利用者のみならず、地域のみんなで支えるべきもの」で、「地域公共交通を支えるた
めの税制」は、滋賀にふさわしい税制の目指すべき方向性に適っており、「その導入可能性を検討していくべ
きである」との答申を令和３年４月21日にいただいた。
いただいた答申を受け、地域公共交通を支えるための施策実施に向けた財源確保の一つの手段としての新

たな税制の導入可能性について、令和３年11月19日に滋賀県税制審議会に諮問したところ、令和４年４月
20日に次のとおり答申があったもの。 ２５



Ⅱ 滋賀県税制審議会からの答申の内容【概要】
１ 目指すべき滋賀の地域公共交通の姿に向けた税負担の議論のあり方について
(1) 地域公共交通を支えるために新たな税負担を求めるべき理由について

税負担のあり方を考えていくことは、見直し後の「滋賀交通ビジョン」等の確実な実現を図るための取組であるとともに、様々な環境の変化
に伴う地域公共交通の危機を転機とし、その維持・充実に戦略的に取り組むことを通して、県全体の発展につなげていくための取組である
ことから国に先んじて挑戦し、発信していくべき。

(2) 税負担を求める上での議論のあり方について
目指すべき滋賀の地域公共交通の姿の実現に向け、その財源として新たな税負担を検討する際は、これらふたつの議論を同時並行で進める
とともに、「より良き自治の追求」につなげるためにも、住民との合意形成の過程を通じて、住民のニーズを掘り起こし、理解と納得感を得られ
ることが肝心である。

２ 地域公共交通施策における県と市町の役割分担を踏まえた税負担の考え方について
(1) 県と市町の関係性について

県と市町は対等かつ相互に協調するパートナーで、県には、可能な限り市町の自主性・自立性が持続的に最大限発揮される条件を整える
役割があるという前提のもと、各市町の行政区域にとどまらない広域的な交通圏を考慮すると、地域公共交通を支えるための新たな税制を
検討する場合は県税としてそのあり方を考える必要がある。また、その取組にあたっては県・市町とも関係する部署・部局が一体となって取り
組んでいくことが必要。

(2) 市町に及ぶ効果についての考え方
全県的な地域公共交通の維持・充実などの必要性を鑑みると、市町単位での取組を超えて、県として財源確保策を検討することが必要。
県税として徴収する場合は、県の事業・施策に充当することを通じて市町にも効果が及ぶことが基本となり、一定額を市町の事業・施策に充当
する場合でも、その効果を検証できるようにする必要があり、またその効果は市町の区域内に留まるのではなく、広域的な効果となる必要がある。

３ 税負担を求める場合の税収の使途と課税方式について
(1) 使途について

税収の使途については、将来の地域公共交通の姿をどのように描くのかについて、地域公共交通の変化や地域間格差等に留意しつつ、県民と
の合意形成を図ることが先決であり、それに応じて、そのために必要な手段となる施策が決まり、新たな税収はその施策に充当されることとなる。

(2) 課税方式について
地域公共交通の維持・充実による受益が、単にその利用者だけではなく、幅広い関係者に及ぶことを踏まえると、既存税目に対する超過課税方式
から検討することが考えられる。

２６


